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１．平成17年度 収支決算（前年度決算との比較） 
 
 

事業収支のポイント 

 

受信料収入が、契約件数の減少や 16年度下半期以降増加した未収の影

響等により385億円の減収となりますが、全ての業務について見直しを行

い、経費の削減を徹底したこと等により支出を抑制し、収入の範囲内で支

出を賄うことができました。 
 

 

（１）事 業 収 入 
 

○ 受信料収入は、契約件数の減や 16年度下半期以降増加した未収の影響等

により、385億円の減収 

 
  〔受信契約等の年度内増減〕 

区   分 16年度実績 17年度実績  17年度末件数 

契 約 総 数 △ ２８ 万件  △４４ 万件   ３,６１８ 万件  

うち衛星契約 ３５ 万件  １８ 万件   １,２４７ 万件  

     
未 収 １７１ 万件  ６６ 万件   ３５９ 万件  

 
 

○ 副次収入は、番組活用収入の減等により、5億円の減収 

 
○ 特別収入は、固定資産売却益の増等により、62億円の増収 

 

（２）事 業 支 出 
 

○ 組織を挙げた経費削減の徹底により、事業運営費で320億円の支出減 

・ 設備経費や管理間接経費等の抜本的な見直しや効率的な番組制作に

よる減 

・ 役員報酬や職員給与のカット及び要員の削減等による減 

 
○ 減価償却費等は、地上デジタル放送設備への投資等により28億円の増 

 

（３）収 支 過 不 足 
 

○ 事業収支差金は32億円減の43億円。債務償還に37億円充当後の収支過

不足は5億円となり、これを翌年度以降の財源として繰越し 
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事業収支決算表 
     （単位 億円） 

区  分 
1 6 年 度 

決 算 額 

1 7 年 度 

決 算 額 
増 減 額 増減率(％) 

事 業 収 入 6,667 6,343  △ 323 △ 4.9 

 
 

受 信 料 6,410 6,024 △ 385 △ 6.0 

 交 付 金 収 入 23 24 1 4.3 

 副 次 収 入 94 89  △  5 △ 5.3 

 財 務 収 入 29 31 1 5.3 

 雑 収 入 4 6 1 40.7 

 特 別 収 入 104 167 62 60.2 

事 業 支 出 6,592 6,300   △ 291  △ 4.4 

事 業 運 営 費 5,648 5,328 △  320 △ 5.7 

 国 内 放 送 費 2,651 2,448 △ 202 △ 7.6 

 国 際 放 送 費 68 69   0.9 1.4 

 契 約 収 納 費 613 640 26 4.3 

 受 信 対 策 費 19 16 △  3 △ 17.2 

 広 報 費 30 31 0.8 2.7 

 調 査 研 究 費 87 69 △  17 △ 19.9 

 給 与 1,410 1,366 △  44 △ 3.1 

 退 職 手 当 ･厚 生 費 638 569 △  69 △ 10.8 

 共 通 管 理 費 129 116 △  12 △  9.4 

減 価 償 却 費 等 943 972 28 3.0 

 減 価 償 却 費 700 721 20 2.9 

 財 務 費 168 157 △  11 △  6.6 

 特 別 支 出 74 93 19  26.1 

事 業 収 支 差 金 75 43 △  32 △ 42.7 

      
債 務 償 還 充 当 71 37 △  33 － 

      
収 支 過 不 足 3 5 1 － 

 

 

（単位 億円） 

16年度末 
残  高 

17年度末 
残  高 

増 減 額 
財 政 安 定 の た め の 
繰 越 金 

３６６ ３７２ ５ 
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２．平成17年度 収支決算（予算との比較） 
 

事業収支のポイント 
 

(1) 受信料収入が予算に対して454億円不足したが、その他の収入の増等によ

り事業収入は384億円の不足 

(2) 事業支出は、設備経費や管理間接経費等を抜本的に見直すとともに、効率的

な番組制作に努め、事業運営費で361億円等、390億円の予算残 
 

 

事業収支決算表 
   （単位 億円） 

予 算 額 

予 算 総 則 に 基 づ く 増 減 額 区 分 
当 初 額 ４条１項 

流 用 
６ 条 
予備費 

12 条 
交付金 

14 条 
受託研究 

合 計 
決 算 額 

予 算 
残 額 

事 業 収 入 6,724 0 0 2 2 6,728 6,343 384 

 受 信 料 6,478 0 0 0 0 6,478 6,024 454 

 交 付 金 収 入 22 0 0 2 0 25 24 0.02 

 副 次 収 入 89 0 0 0 2 91 89 1 

 財 務 収 入 31 0 0 0 0 31 31 △ 0.5 

 雑 収 入 5 0 0 0 0 5 6 △  1 

 特 別 収 入 98 0 0 0 0 98 167 △ 69 

事 業 支 出 6,687 0 0 2 2 6,691 6,300 390 

事 業 運 営 費 5,716 △ 47 17 2 2 5,690 5,328 361 

 国 内 放 送 費 2,752 △ 47 17 1 0 2,723 2,448 274 

 国 際 放 送 費 75 0 0 0 0 75 69 6 

 契 約 収 納 費 640 0 0 0 0 640 640 0.08 

 受 信 対 策 費 22 0 0 0 0 22 16 5 

 広 報 費 42 0 0 0 0 42 31 11 

 調 査 研 究 費 90 0 0 0 1 92 69 22 

 給 与 1,383 0 0 0.5 0.2 1,383 1,366 16 

 退職手当･厚生費 572 0 0 0.1 0.1 572 569 3 

 共 通 管 理 費 136 0 0 0 0 136 116 19 

減 価 償 却 費 等 970 47 △ 17 0.03 0.02 1,001 972 29 

 減 価 償 却 費 727 0 0 0 0 727 721 6 

 財 務 費 157 0 0 0.03 0.02 157 157 0.06 

 特 別 支 出 45 47 0 0 0 93 93 0.09 

 予 備 費 40 0 △ 17 0 0 22 0 22 

事 業 収 支 差 金 37 0 0 0 0 37 43 △  5 

          
債 務 償 還 充 当 37 0 0 0 0 37 37 0 

          
収 支 過 不 足 0 0 0 0 0 0 5 △  5 
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資本収支のポイント 
 

(1) 建設費は、前年度から繰り越した地域放送会館の整備費などを含め、決算額

は678億円。また、地上デジタル放送設備の整備費など23億円の予算を翌年

度に繰越し 

(2) 建設費の圧縮による余剰資金65億円を長期借入金の返還に充当 

(3) 平成17年度末における外部資金残高は391億円で、受信料収入の6.5％ 
（5ページ「（参考-２）外部資金の状況」参照） 

 
資本収支決算表 
   （単位 億円） 

予 算 額 

予算総則に基づく 

増 減 額 
区 分 

当 初 額 
４条１項 

流 用 

５条２項 

繰 越 

合 計 
決算額 

 
予算総則 
５条１項 
繰越額 
 

予 算 
残 額 

資 本 収 入 826 0 21 848 780 23 44 

 事 業 収 支 差 金 受 入 れ 37 0 0 37 37 0 0 

 減 価 償 却 資 金 受 入 れ 727 0 0 727 721 0 6 

 資 産 受 入 れ 28 0 0 28 22 23 △ 17 

 長 期 借 入 金 33 0 21 55 0 0 55 

資 本 支 出 826 0 21 848 780 23 44 

 建 設 費 789 △ 65 21 745 678 23 44 

 
放送債券償還積立資産 
繰 入 れ 26 0 0 26 26 0 0 

 長 期 借 入 金 返 還 金 11 65 0 76 76 0 0 

資 本 収 支 差 金 0 0 0 0 0 0 △  0 
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平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

長期借入金

放送債券

受信料収入に
対する比率

（参考－１） 建 設 費 の 状 況  

 
■17年度の主な整備内容 

 ・地上デジタル放送設備 ································································318億円 

 ・ハイビジョン放送設備 ·······························································  78億円  

 ・地域放送会館 ··················································································  90億円 

 ・その他の設備 ···················································································190億円 
 

※ 地上デジタル放送の視聴可能世帯数は、平成18年4月末に約3,090万世帯となり、全世帯の約66％をカバーします。 

 
 
 
 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

地上デジタル

ハイビジョン

会館建設

その他

 
 
 
 
 
 
（参考－２） 外部資金の状況 
 

 

■外部資金残高（年度末）及び受信料収入に対する比率の推移 

 
  
 

 
 
  
 
  

 
 

17    年    度 
区 分 

16年度末 

残 高 
発行・借入 償還・返還 年度末残高 

増 減 額 

総     額 468 0 △ 76 391 △ 76 

放 送 債 券 260 0 0 260 0 

長 期 借 入 金 208 0 △ 76 131 △ 76 

694億円 

531億円 

10.9% 

8.3% 

533億円 

8.2% 

468億円 

7.3% 

■建設費の決算と主な整備内容の推移 

745億円 

629億円 

898億円 
803億円 

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
設備整備、NHK 

ｱｰｶｲﾌﾞｽ完成 

大阪会館、放送
技術研究所完成 

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
開始、北九州会

館完成 
 

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
ｴﾘｱ拡大、神戸、

山口会館完成 

（単位 億円） 

6.5% 

391億円 

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
ｴﾘｱ拡大、岡山、
沖縄、福島会館
完成 

678億円 
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（参考－３） トータルコスト（業務別決算） 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

（参考－４） 衛星放送に係る収入と経費 
 

 

   （単位 億円） 

区 分 
16 年 度 
決 算 額 

17 年 度 
決 算 額 

増 減 額 増 減 内 容 

衛星放送に係る収入 1,224 1,193 △31  
 

衛 星 付 加 受 信 料 

 
1,220 1,191 △28 

 
受信料の未収の増等による減 

副 次 収 入 4 1 △ 2 番組活用収入の減 

衛星放送の実施に要する経費 1,219 1,182 △37  

事 業 運 営 費 1,060 1,026 △33 衛星放送設備補修費の減等 

減 価 償 却 費 139 136 △ 3  

財 務 費 19 19 △ 0  

差 額   5 10 5  
 
(注)17年度末における収入と支出の差額の累計は△105億円です。 

国内放送番組の 
制作と送出 
4,571億円（72.6%） 

受信契約、 
受信料の収納 
819億円 

（13.0%） 

国際放送番組の 
制作と送出 
111億円（1.7%） 

受信サービス活動 
65億円（1.0%） 

広報活動 
42億円（0.7%） 

番組及び技術の調査研究 
165億円（2.7%） 

事業の管理 
274億円（4.3%） 

財務費、特別支出 
250億円（4.0%） 

（注）（  ）内は構成比率 

17 年 度 

事業支出総額 

６,３００億円 

各業務別の物件費に、人件費と減価償却費を

要員・施設に応じて配分したものです。 

■平成17年度の状況 

■平成17年度の状況（事業収支の再掲） 
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（参考－５） テレビ５波のジャンル別番組制作費 
 

  （単位 億円）

 
区  分 主 な 番 組 名 決 算 額 

構成率（%） 

ニュース・報道 

おはよう日本、ニュース７、ニュース１０、クローズア

ップ現代、週刊ニュース、ＢＳニュース、週刊こどもニ

ュース、手話ニュース、日曜討論、国会中継、きょうの

世界、経済最前線 

375 （ 25.7） 

スポーツ 

サタデースポーツ、サンデースポーツ、スポーツ中継（ト

リノオリンピック、プロ野球、ＭＬＢ、ＰＧＡ、Ｊリー

グ、高校野球、国体 等）、テレビ体操、みんなの体操、

テレビスポーツ教室 

329 （ 22.5） 

情報・ドキュメンタリー 

ＮＨＫスペシャル、ためしてガッテン、プロジェクトＸ、

生活ほっとモーニング、にんげんドキュメント、世界潮

流、ＢＳ世界のドキュメンタリー、ＢＳドキュメンタリ

ー 

177 （ 12.2） 

教養 

地球・ふしぎ大自然、その時歴史が動いた、探検ロマン

世界遺産、ハイビジョン特集、小さな旅、迷宮美術館、

週刊ブックレビュー、福祉ネットワーク、ＮＨＫみんな

の手話 

129 （  8.9） 

ドラマ 
連続テレビ小説、大河ドラマ、金曜時代劇、中学生日記、

ハイビジョンドラマ館、チャングムの誓い、ＥＲⅩ緊急

救命室、フルハウス 
108 （  7.5） 

映画・アニメ 
衛星映画劇場、衛星アニメ劇場、アニメ（雪の女王、お

じゃる丸、忍たま乱太郎等） 
95 （  6.5） 

音楽・劇場公演 
紅白歌合戦、思い出のメロディー、歌謡コンサート、の

ど自慢、ポップジャム、音楽夢くらぶ、芸術劇場、芸能

花舞台、日本の話芸、Ｎ響アワー、クラシック倶楽部 
83 （  5.7） 

バラエティ 
鶴瓶の家族に乾杯、英語でしゃべらナイト、きよしとこ

の夜、生活笑百科、オンエアバトル、お昼ですよ！ふれ

あいホール、スタジオパーク 
66 （  4.5） 

教育 
学校放送番組、ＮＨＫ高校講座、語学講座、わくわく授

業、知るを楽しむ、おかあさんといっしょ、幼児・子ど

も番組、ティーンズＴＶ 
63 （  4.4） 

趣味・実用 
趣味悠々、趣味の園芸、新日曜美術館、世界美術館紀行、

囲碁・将棋の時間、世界の絵本、にっぽん釣りの旅、素

敵にガーデニングライフ 
29 （  2.1） 

合  計  1,460 （100.0） 

(注1) 上記の金額は、国内放送費(2ページ)のうち、ラジオ番組制作費、全体に共通して係る音楽著作

権料やシステム運用費・アーカイブス運営費及び技術運用費などを除いたものです。 

(注2)「スポーツ」は、スポーツ放送権料を含みます。 
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３．平成17年度 損益及び資産、負債・資本の状況 

 

損益計算書のポイント 

 

損益計算書 

 （単位 億円） 

区      分 1 6 年 度 1 7 年 度 増 減 

経 常 事 業 収 入 6,854 6,749 △  105 

受 信 料 6,736 6,635 △  101 

副 次 収 入 等 118 114 △  3 

経 常 事 業 支 出 6,676 6,660 △  15 

事 業 運 営 費 5,648 5,328 △  320 

減 価 償 却 費 700 721 20 

未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費 326 610 284 

経 

常 

事 

業 

収 

支 

経 常 事 業 収 支 差 金 178 88 △  90 

財 務 収 入 等 34 38 3 

財 務 費 168 157 △   11 

経

常

事

業

外

収

支 経 常 事 業 外 収 支 差 金 △ 133 △ 119 14 

経 常 収 支 差 金 44 △  30 △  75 

特 別 収 入 104 167 62 特
別
収
支 特 別 支 出 74 93 19 

当 期 事 業 収 支 差 金 75 43   △  32 

資 本 支 出 充 当 71 37 △   33 

事 業 収 支 剰 余 金 3 5 1 

(注)受信料(事業収支) 6,024億円 

＝受信料（損益計算書）6,635億円－未収受信料欠損償却費（損益計算書）610億円 

(1) 経常事業収入は、ＮＨＫを取り巻く厳しい環境の中、受信料の減収等によ

り、対前年度比105億円(1.5%)の減収 

(2) 経常事業支出は、未収受信料欠損償却費等が増加したが、事業運営費を圧

縮し、対前年度比15億円(0.2%)の減 

(3) 事業収支剰余金5億円は、翌年度以降の財源として繰越し 

（注） 
△385 
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貸借対照表のポイント 

(1) 平成17年度末の資産合計は、建設費の圧縮等により対前年度比60億円減の

7,203億円 

(2) 平成17年度末における外部資金残高は、対前年度比76億円減の391億円 

（下表の※印、流動負債の33億円及び固定負債の357億円の合計） 

 

 

貸借対照表 

 （単位 億円） 

区       分 16 年 度 末 17 年 度 末 増  減 

資 産 7,263   7,203   △   60  

 流 動 資 産  1,252   1,295   43  

  現金預金・有価証券   982   1,075   92  

  受 信 料 未 収 金   47   30   △   16  

  そ の 他 の 流 動 資 産   223   189   △   33  

 固 定 資 産  5,981   5,851   △ 129  

  有形･無形固定資産   4,572   4,473   △  98  

  長 期 保 有 有 価 証 券   1,299   1,262   △  37  

  出 資 等   110   116   6  

 特 定 資 産  30   56   26  

  放送 債 券 償 還 積 立 資 産   30   56   26  

資 産 合 計  7,263   7,203   △   60  

             
負 債 ( 37.0) 2,687 ( 35.9) 2,584  △  103  

 流 動 負 債  2,006   1,967   △  39  

  
一 年 以 内 に 返 済 す る 
長 期 借 入 金   11   ※  33   22  

  受 信 料 前 受 金   1,130   1,107   △  23  

  そ の 他 の 流 動 負 債   864   826   △  38  

 固 定 負 債  681   616   △  64  

  放送債券・長期借入金   456   ※ 357   △  98  

  退 職 給 付 引 当 金   202   237   35  

  そ の 他 の 固 定 負 債   22   21   △  0  

資 本 ( 63.0) 4,576 ( 64.1) 4,619  43  

 承継資本・固定資産充当資本  4,138   4,209   71  

 繰 越 剰 余 金  362   366   3  

 当 期 事 業 収 支 差 金  75   43      △  32  

負 債 ・ 資 本 合 計 (100.0) 7,263 (100.0) 7,203  △  60  

（注）（ ）内は、負債・資本合計を100とした構成比率（％）です。
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（参考－６） 財 務 分 析 
 

 
  

区   分 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 

固 定 資 産 （ 対 資 産 合 計 ） 

 
70.1 
  ％ 

 

68.3 ※81.6 82.4 81.2 

負 債 （対負債・資本合計） 

 
38.7 
  ％ 

 

38.3 37.7 37.0 35.9 

自 己 資 本 （対負債・資本合計） 

 
61.3 
  ％ 

 

61.7 62.3 63.0 64.1 

※平成15年度より、保有有価証券の計上基準を変更しています（ワンイヤールールの適用）。 
 

区   分 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 

固定資産 

固 定 比 率 

 

自己資本 

 

 
114.2 
  ％ 
 

110.7 ※131.0 130.7 126.7 

流動資産 

流 動 比 率 

 

流動負債 

 

 
96.8 
  ％ 

 

107.1 ※60.8 62.4 65.9 

※平成15年度より、保有有価証券の計上基準を変更しています（ワンイヤールールの適用）。 

 

区   分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 

経 常 事 業 収 入 

総資本回転率 

 

自 己 資 本 ＋ 負 債 

 

 
0.96 

回/年 
 

0.96 0.95 0.95 0.93 

経 常 事 業 収 入 

自己資本回転率 

 

自 己 資 本 

 

 
1.58 

回/年 
 

1.56 1.53 1.51 1.47 

減 価 償 却 費 

減価償却率 

 

償却資産額＋減価償却費 

 

 
11.5 
  ％ 

 

12.7 13.2 14.7 15.2 

（注）自己資本及び負債の算出にあたっては、前期末・当期末の平均値を用いています。 

■構成比率の推移 

■財務比率の推移 

■回転率、減価償却率の推移 
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